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Ⅰ はじめに 

 一般に，食用魚を区分する評価法として高級魚とか大

衆魚といった表現が用いられている。しかし，これらの

区分はかなり感覚的なものであり，明確に定義付けたも

のは見当たらない。 

 前報（木幡 1979a，1979b）で，1953～1977年の資料

を解析し，同一仕向の価格の分布が対数正規分布に近似

すること，生産者魚価の価格帯は価格分布の平均値±n

標準偏差で定義できること，およびこれらの手法は漁業

の経済的生産性の課題抽出に有効であること等を明らか

にした。 

 本報では，1978～1991年の資料を追加して生産者魚価

の動向を解析し，現在の問題点を明らかにすること，問

題点をより明確にし，高付加価値化の理論的根拠を得る

ため，価格帯の区分を生鮮食用仕向を基準に修正して提

示すること，および魚価変動の背景的要因を考察するこ

と等を目的とした。 

 

 本文に入るに先立ち，資料の閲覧と種々の情報のご提

供を頂いた共栄定置経営組合と同組合の榎本一雄・松本

朝男の両氏をはじめとする相海漁業の職員の方々に厚く

お礼を申し上げる。 

Ⅱ 資料と方法 

 資料の収集集計方法は前報に準じた。すなわち，相模

湾奥部の小田原市米神地先に張り建てられている米神大

型定置網は，周年操業で湾内有数の漁業生産を行ってお

り，漁獲物の殆どを小田原魚市場に水揚げしている。同 
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定置網の経営体は魚市場の仕切り伝票と別に，より詳細

な売上日報を1953年から記録し続けており，これによっ

て種別銘柄別の揚網時毎の価格と漁獲量を知ることがで

きる。また，主たる水揚げ漁港である小田原魚市場は，

1960年代前半までは産地市場の性格を有していたが，そ

の後陸送物が急増し，近年はその取扱額が９割強にも達

する消費市場に変わっている。 

 今回解析の対象とした主な資料は，米神漁場売上日報

から得た種別銘柄別の年平均価格（円／kg）と年間漁獲

量(t)である。したがって，解析結果は小田原地方の動

向が中心になるが，現在の流通圏が多くの品目で全国規

模に拡大していることから，得られた結果の趨勢は広域

的な代表性を有するものと考えられる。またこのことに

基づき，魚価動向の要因解析に当たっては，わが国の食

料需給関係から考察する。 

 なお，同売上日報には網の流出による長期の欠測や低

価格魚の大量逃がし等がある。このため，前者について

は最寄りの定置網の売上日報で，後者については日報に

記載されている概数で原資料を補完した。また，魚種名

は銘柄が単一種の場合カタカナで標準和名を，複数種を

含む銘柄の場合ひらがなで地方名を示す。 

Ⅲ 結果と考察 

 １．価格分布の長期変動 

 付表に1978～1991年の種別銘柄別年平均価格を示す。

これは前報（木幡 1979b）の1953～1977年に続くもの

として作成した。これらによると，同一種・同一銘柄で

も価格にかなりの年変動が認められる。このため，価格 
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分布の長期変動傾向は２ケ年平均価格で検討する。 

 付表から求めた価格の度数分布と階級毎の漁獲量を表

１と図１に示す。ただし，階級幅はモード以上の階級数

を増すため，前報の１/２とした。これらにより，価格

分布の形とモードの変化に注目する。 

 図１に見るように，価格の度数は1953・'54～1955・

'56年までの２区分がモードを中心にほぼ左右対象に分

かれ，対数正規分布に近似した。1957・'58年以降はモ

ードが変化し，これに伴いモードの下位階級で裾野を広

げ始めた。この傾向は1969・'70年以降さらに顕著とな

り，現在に至っている。 

 このように，分布の形は1953・'54～1955・'56年，

1957・'58～1967・'68年，1969・'70年以降の３年代に

大きく分かれる。これらを前期・中期・後期と呼ぶこと

にする。各期の特徴は既に前報で詳述したように，前期

は漁獲物の殆どが生鮮食料仕向であった年代，後期はそ

の大半が加工原料・非食用仕向に定着した年代，中期が

両者の過渡期の年代に相当する。また，漁獲量の分布に

明らかなように，各期の漁業経営は前期の安定年代から

中期の不安定年代へ，そして後期の長期に亙る低迷年代

にそれぞれ対応している。 

 一方モードは，前期が102階級，中期が1961・'62年の

一時的な下降を除いて102.25階級というように，この期

間で緩やかに上昇した。これに対して後期は，1969・

'70年に102.75と一挙に２階級上昇し，1973・'74年まで

の３区分続いた。そして，1979・'80年までの３区分が

103階級，1983・'84年までの２区分が103.25階級へ上昇

した。しかし，これを最高値として1985・'86年から

1989・'90年までの最近の３区分は103階級へと明らかな

下降を示した。 

 

表１ 価格の度数表と階級別漁獲漁t( )内 

log10X 範囲 円／kg 1953･'54 1955･'56 1957･'58 1959･'60 1961･'62 1963･'64 1965･'66 1967･'68 1969･'70 1971･'72 
0 0.76～    1.3           
0.25    1.4 ～    2.4           
0.5    2.5 ～    4.2  １(   4)    １(   2)   １(   1)    １( 226)  
0.75    4.3 ～    7.5  １(   1)  １(   3)   ０(   0)   ２(   0)  １(   0)  ２(   5)  １(   6)  ２(   4) 
1    7.6 ～   13  １(   0)  １(   6)  ４(  23)  ７(  36)  ３(  52)  １(   3)  ２(   1)  ４(   9)  ４(  35)  １( 526) 
1.25   14   ～   42  ５(  64)  ７(  37)  ５(  12)  ４(   1)  ６(  84)  ４(  53)  ３(  53)  ３(  76)  ４(   3)  ８( 221) 
1.5   25   ～   42 １２( 796) １３( 127) １１( 830) １０( 464) １１( 119) １０(  81)  ６(  52)  ２(  56)  ８(  58)  ３(  27) 
1.75    43   ～   75 １６(  50) １９( 363) ２０(  15) １５(  33) １３( 595) １６( 539) １７( 118) １６( 153)  ９(  76) １７( 252) 
2   76   ～  133 ３４(1329) ３２( 786) ２２(  18) ２５(   7) ２９(  31) ２１(   5) １２(   5) １６(  66) １４( 149) １２(  41) 
2.25  134   ～  237 ２２(  18) ２２(  17) ２９(1058) ３１( 401) ２８( 330) ２７(  75) ３７( 259) ３０( 326) ２２( 268) １５(   5) 
2.5  238   ～  422 １３(   8) １３(   9) １５(   7) １９(   6) １７(  12) ２３(  96) ２８( 240) ２７(  22) ２７(  56) ２４( 256) 
2.75  423   ～  750  ２(   0)  ０(   0)  １(   0)  ４(   6)  ８(   5) １０(   4) １３(   5) １８(  13) ３３(  46) ３１(  19) 
3  751   ～ 1334  １(   0)  １(   0)   １(   0)  ２(   0)  ２(   0)  ３(   0)  ５(   1)  ９(   2) ２１( 200) 
3.25 1335   ～ 2371        １(   0)  ２(   0)  ３(   0)  ５(   0) 
3.5 2372   ～ 4217           １(   0) 
3.75 4218   ～ 7499           
4 7500   ～13335           

M 2 2 2.25 2.25 2 2.25 2.25 2.25 2.75 2.75 
σn-1 0.3519 0.3305 0.1990 0.2655 0.4256 0.3248 0.3493 0.4067 0.2165 0.2728 

             

log10X 範囲 円／kg 1973･'74 1975･'76 1977･'78 1979･'80 1981･'82 1983･'84 1985･'86 1987･'88 1989･'90 1991 
0 0.76～    1.3         １(  19)   
0.25    1.4 ～    2.4         ０(   0)   
0.5    2.5 ～    4.2         １(  27)  １(  10)  
0.75    4.3 ～    7.5  １(   2)  １(  33)   １(   2)  ３(  24)  １(   3)   ０(   0)  ０(   0)  １(   0) 
1    7.6 ～   13  ２(   1)  ２(  21)  ３( 253)  ３(  77)  １(   2)  １( 290)  ２(  12)  １( 494)  １(  10)  １( 114) 
1.25   14   ～   24  ３( 140)  １(   0)  １(   0)  １(   0)  １(   0)  ４(  35)  ３( 574)  ４(  92)  ２(  90)  ３(   4) 
1.5   25   ～   42  ７( 417)  ４( 123)  ３( 300)  ５( 476)  ２(  80)  ３( 148)  ５( 155)  ３( 218)  ４( 212)  ６( 257) 
1.75   43   ～   75  ７( 112)  ６( 225)  ８( 157)  ４(  76)  ４(  83)  ２(   0)  ７(  50)  ９( 198)  ９( 196)  ８( 109) 
2   76   ～  133 １２( 271) １０(   6) １４( 206) １１( 213)  ４(   8)  ７( 195) １４( 290) １３(  68) １５( 154)  ８(   8) 
2.25  134   ～  237 １３(   6) １８(  88)  ７(   8)  ８(  15) １７( 145)  ７( 224) １７(  76) １３(  47) １０(  32) １１( 364) 
2.5  238   ～  422 １６(   1) １７(   4) １７(  16) ２０(  12) １９(   8) １４(   1) １７(   7) １５(  12) １１( 134) １１(  65) 
2.75  423   ～  750 ３７( 303) ２３(  16) １８(   7)  ８(   3) １５(   6) １７(   4) ２４(  20) ２７( 271) ３１(  33) ２４(  29) 
3  751   ～ 1334 ２０(   8) ３２( 226) ３０(  65) ３１( 110) ２５(  25) ２８(  22) ３５( 124) ３２(  31) ３２(  94) １９(  40) 
3.25 1335   ～ 2371 １１(  14) ２１(  14) ２３(  60) ２７(  44) ３３(  21) ３０(  19) ３１(  24) ２８(  28) ２８(  19) ２３(   8) 
3.5 2372   ～ 4217  ３(   0)  ７(   2) １３(   1) １２(   9) １３(   7) ２０(   6)  ８(  12) １９(  10) ２５(  14) ３０(  18) 
3.75 4218   ～ 7499   １(   0)  ２(   0)  １(   0)  ２(   0)  ３(   1)  ５(   1)  ６(   0)  ５(   0)  ９(   1) 
4 7500   ～13335   １(   0)   １(   0)  １(   0)  １(   0)  １(   0)  ３(   0)  ４(   0)  ３(   0) 

M 2.75 3 3 3 3.25 3.25 3 3 3 3.5 
σn-1 0.3307 0.3188 0.3327 0.3341 0.2421 0.2580 0.3536 0.4244 0.4372 0.2226 
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 このように，価格分布にみる生産者魚価の経年変化は

中期の緩やかな上昇年代と後期の1983・'84年までの急

昇年代に分かれる。ただし，これらの年代の価格上昇は

量産種を除く多数の少産種のみで起こっており，このこ

とが経営不振の主要因になっていた。これらの特徴は前

報で詳述したとおりである。 

 これに対して，1985・'86年以降のモードの下降は調

査対象期間の中で初めて起こった現象である。このこと

は，価格低下が食用仕向の少産種を含む全ての価格帯に

及び始めたことを示すと共に，前報の結論を覆す事態が

発生していることを意味している。 

 また，調査期間内の最低階級は100であり，これも最

近の1987・'88年に出現していること，および102階級付

近の度数が1985・'86年以降増加傾向にあること等，低

価格の銘柄についても下位階級への移行が近年進んでい

る。半面，103.5階級以上の度数が近年増加傾向にあり，

高価格の銘柄は依然として価格上昇を続けている。なお，

表１に示した1991年の度数分布を見ると，単年度の値で

あるが，モードは一挙に２階級上昇して103.5階級へ移動

した。これが次の新たな変化の前兆であるのか否かは不

明である。 

 何れにしても，1985・'86年以降の度数分布は不安定 

 

図１ 種別銘柄別生産者魚価の分布と価格階級別漁獲量の経年変化 
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になっている。このことは，前報で指摘した価格変動の

法則性の一部に変化が起こっている可能性を示唆してい

る。すなわち，加工原料と非食用仕向群の価格が停滞し

続けるという現象に変わりはない。しかし，生鮮食料仕

向群の価格が物価上昇に準じて変動するという現象は明

らかに乱れており，その様相は恰も競り値の基準に混乱

が生じたような印象さえ与えるものである。 

 

 以上の如く，今報の期間で注目されるのは1985・'86

年以降に顕在化した現象であり，ここに焦点を置いた解

析をさらに進める。 

 

 ２．主要種生産者魚価の経年変動 

 前項でみた現象を種別の価格変動から検討する。ただ

し，前報および付表に示す価格は銘柄別で年変化が大き

く，かつ欠測が多い。これは年令組成の年変動，および

銘柄区分に売上日報記帳者の主観が入るためと考えられ

る。したがって，ここでは，種別の値のみで変動傾向を

見ることとする。 

 図２に，資料が継続している種類の価格の経年変化を，

低～高価格帯を網羅するものとして図示した。これによ

ると，種別価格の経年変動傾向は，大きな資源変動に伴

う横這い上昇型のさばと横這い下降型のウマヅラハギを

例外として，一般の種類は上昇下降型・上昇横這い型・

上昇型の三型に大別される。 

 上昇下降型の種類は，さめ・ウルメイワシ・いわし・

ヤマトカマス・アカカマス・マルソーダ・マアジ・ブ

リ・クマエビ等であり，低価格帯から高価格帯の種類が

含まれる。また，上昇横這い型の種類は，やがら・め

じ・サワラ・たい・ホウボウ・ヒラメ・メイタガレイ・

イシダイ・カワハギ・ウスバハギ・スルメイカ・コウイ

カ・クルマエビ等であり，高・中価格帯の多くの種類が

含まれる。そして，上昇型の種類は，はた・すずき・ア

オリイカ等の高価格帯の種類である。 

 ここで，上昇下降型の内さめとマルソーダは主な仕向

が加工用であり，価格のピーク時も1975年と1977年とい

うようにほぼ一致している。ただし，両種とも全期間の

価格の変動幅は額面で100円に達していない。したがっ

て，実質的にこれらは横這い型の種類といえる。いわし

の種組成は1970年代後半からはマイワシ主体であるが，

以前は他の複数種を含んでいる。価格のピークは1970年

頃形成され，以後下降に転じた。これは周知の如くマイ

ワシ資源の急速な増加に対応している。また，前記２種

と同様に，価格の変動幅は僅かである。したがって，本 

種も実質的に前記ウマヅラハギと同じ類型あるいは横這

い型としてもよい種類である。ウルメイワシの主な仕向

は，小田原地方の特色として，小型魚は加工用，中・大

型魚は生食用に分かれる。図の年変動は主体をなす中型

魚の傾向を反映しているものと考えられ，ピークを1984

年に形成し，以後下降に転じている。ヤマトカマスとア

カカマスの仕向は，銘柄によって高級焼き魚・揚げ物

類・高級開き用と幅が広い。価格のピークは一般加工用

と同じ1977年頃にみられ，しばらく横這い状態が続いた

後，1985年頃を境に下降に転じた。マアジの仕向は当初

の一般惣菜用と加工用から1965年前後を境に生食用に変

わった。これと資源減少が相まって，価格は1985年まで

ほぼ一貫して急上昇を続けた。しかし，1986年と1987年

の価格は一挙に１/10以下まで下降するという大暴落が

起こった。これは，1985年に対する漁獲量が1986年に20

数倍，1987年に50倍と急増したことに対応する。その後，

好漁の中で1988年の価格は一時的に1985年の１/３レベ

ルに回復したが，1989年以降再び下降に転じた。 

 このように，マアジの場合も1985年が価格変動の変曲

点になっており，そこに資源変動以外の要因が関与して

いる可能性が高い。例えば，ブリとクマエビはマアジに

類似した変化を示した。ブリの仕向は現在彼岸ぶりを含

め主として生食用であり，価格は1978年までの上昇とそ

の後４年の横這い，そして上昇という経過をたどり，ピ

ークは1985年にみられた。しかし，1986年には１/３に

下降し，翌1987年に値を戻したが，その後減少に転じて

いる。クマエビはクルマエビと共に，当初最高価格帯付

近に含まれ，価格上昇が続いた。価格のピークは1977年

にみられたが，その後1985年まで横這いとなり，1986年

の急落と1987年の回復，そしてそれ以降下降に転じた。

ここで，ブリは依然として低い資源水準にあり，クマエ

ビは希少種に近い漁業資源である。したがって，両種の

価格変動は資源変動と殆ど係わりがないといってよく，

輸入えびと養殖ぶりとの競合が直接的な要因になってい

る可能性が高い。また，両種の価格変動の変曲点は1985

年のほか，1977～1978年に認められた。 

 上昇横這い型の類型は上昇下降型の変形と見ることが

できる。ここに含まれる種類の価格変動の変曲点は，め

じ・サワラが1975年，やがら・たい・イシダイ・ウスバ

ハギ・コウイカが1977年，スルメイカが1979年，メイタ

ガレイ・カワハギ・クルマエビが1981年，ホウボウが

1984年，そしてヒラメが1988年にそれぞれ認められた。 

 また，上昇型に３種を区分したが，これらの価格上昇

率は一様でなく，前記２類型と共通した変動が近年認め 
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図２ 主要種生産者漁価の経年変動（円／Kg） 
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られた。すなわち，はたは1979～1985年の間，価格が停

滞した。同じ様に，すずきは180～1986年の間，価格上

昇が鈍った。そして，アオリイカも1977年を変曲点とし

てその後の増加率が低下している。 

 

 以上のように，近年の種別価格の経年変化は，一部の

例外種や特殊な銘柄を除く全ての価格帯の種類が下降あ

るいは停滞し始めていることを示している。このような

現象は前報の調査期間では全く認められず，生産者魚価

の低迷は低価格帯の種類のみに認められる現象であった。

これに対して，今回の調査で，中・高価格帯の種類の価

格低迷が過去40年間で初めて起こりつつあることが明ら

かになった。そして，その時期は価格変動の変曲点の出

現頻度から，1970年代の後半と推定された。 

 

 ３．生産者魚価の価格帯による区分 

 前報（木幡 1979a）で，同一仕向の価格の分布が対

数正規分布に近似することに基づき，価格帯を平均値m

±n標準偏差σで定義し，そこに含まれる種名・銘柄を

一覧で整理した。今回も同じ整理を行うが，一部修正し

て一覧を作成した。すなわち，図１に示したように，価

格の分布型は1970年頃を境にモードの下位階級で据え置

きが顕著になっている。このため前報の結果は，平均値

が後半の期間で食用仕向と非食用仕向の中間の値をとっ

ており，かつ標準偏差も過大になっている。ここでのね

らいは食用仕向の価格帯にある。したがって，食用仕向

の平均値が価格分布のモードMに対応し，かつモードの

下位階級の度数が上位階級と同じ度数を示すものと仮定

して，標準偏差σを求めることとした。 

 各年次間のMとσは表１の度数表の下段に示した。ま

た，表２は調査期間を，第１項で区分した前期の例とし

て1953・'54年，中期の例として1965・'66年，そして後

期の例として1983・'84年の３期に分け，各期におけるM

±nσの価格帯に含まれる種類と価格を一覧で示した。

これによると，典型的な対数正規分布に近似した前期は

モードを境に上下へほぼ均等に分かれ，94.3％の種類が

M±２σの価格帯に含まれた。そして，この年代の特異

な低価格帯はM－４σ止まりであり，種類数も1.9％に過

ぎなかった。これに対して，下位階級の据え置きが始ま

った中期とそれが定着した後期の年代は，M±２σの価

格帯に含まれる種類数は前者で76.9％，後者で61.9％と

なり，経年的に減少している。そして，超低価格魚とし

か云いようのない特異な低価格帯はM－６σ以下にまで

拡がり，M－４σ～M－６σ以下に含まれる種類数は中期

が9.1％，後期が21.6％となり，近年の増加傾向が著し

い。 

 ここで，表２の中で対照的な価格帯の移動をした２銘

柄に注目したい。一つはウマヅラハギの銘柄大うまであ

る。これは前期にM－１σの価格帯に含まれていたが，

中期にM－２σへ，そして後期にM－５σまで下降した。

他の一つはマアジの銘柄あじである。これは前期にM－

２σの価格帯に含まれていたが，中期にM－１σへ，そ

して後期にはM＋１σへ昇格した。このように，両銘柄

は対照的な経年変化を示すが，前者の大うまは中期が資

源増の初期，後期が資源増の定着期に対応している。一

方，後者のあじは前期が一般惣菜用と塩干加工用の大衆

魚，中期が生食用としての“たたぎ”の登場初期，後期

がその定着期というように，主な仕向の変化に対応して

いる。 

 この他，表２の各価格帯に含まれる種類から類推され

る高付加価値化の一般則は，餌飼肥料仕向＜練り製品原

料仕向＜節・塩干加工原料仕向＜一般惣菜仕向＜鍋・刺

し身仕向の順に大きくなると云ってよい。 

 

 以上のように，近年多くの種類の価格低迷と異常な低

価格帯へ向けた種類の移動が顕著である。このような状

況は既に生産現場でも直感されているようであり，生産

物の高付加価値化対策が各方面の関心事になっている。

表２はその目安を与えると共に，“目的魚の高付加価値

化は価格帯のランクアップが基本的に重要である”とい

う付加価値化の理論的根拠を提示するものである。 

 

 ４．水産物国内需給関係の経年変化 

 近年，異常な低価格帯の魚種が増えている。その要因

は色々考えられるにせよ，基本的には需給バランスの問

題に帰するであろう。本項では，生産者魚価の形成要因

をマクロにとらえるため，水産物および関連食品の国内

需給関係の変遷を検討する。 

 図３は水産物の主な仕向別と関連する食品と目される

卵類・肉類の国内需給関係の経年変化である。ここで，

輸出量＝国内生産量(B)－同左国内消費仕向量(C)であり，

輸入量＝国内供給量(A)－(C)である。これによると，

1930年代の水産物は食用需要を大きく上回る供給量の下

で，かなりの数量が輸出されていた。また，卵類・肉類

も僅かな国内生産の中で，食用需要が賄われていた。ま

さに，この時代は魚食中心の年代であったと云えるが，

1960年代のいわゆる高度経済成長期以降の短期間に，食

料需給関係は激変している。この間の詳細は木幡他 
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表２ 期別生産者魚価の価格帯とその種名・銘柄一覧 
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（1990）で述べた通りである。ここでは，仕向別統計が

整備された1962年以降の資料から，仕向別需給関係の変

化に注目する。 

 水産物国内供給量は，1955年以降1989年現在に向けて

ほぼ直線的に増大し続けている。これに準じた増大傾向

を辿るのは非食用仕向量である。食用仕向量も増大傾向

を示すものの，前者ほどではない。この内，加工食品仕

向量は1972年以降の増加率が鈍化したが，1981年以降再

び高くなった。また，生鮮・冷凍仕向量は1977年以降の

増加率が鈍化したが，1983年以降再び増大傾向に転じた。 

一方，競合食品と目される卵類は，1955～1970年の急増

期とそれ以降の漸増期に分かれる。また，肉類は1955～

1979年の急増期とその後の鈍化の傾向が認められる。そ

して，これらも前者が1986年，後者が1985年を境に若干

増大傾向を示している。 

 このように，わが国の動物性食品に対する需要は1970

～1971年と1976～1979年，そして1981～1986年という三

つの節目をもちながら，近年目まぐるしく変化している。

現代は飽食時代と云われるが，これに従い順に飽食第一

期，同第二期，同第三期と呼ぶことにしよう。そして， 

 

 

図３ 主要食料国内需給関係の経年変化 
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第一期は塩干・練製品や鶏卵等の一般惣菜の充足期であ

り，第二期が生食・冷凍えびや肉類等かつての“晴れ

食”用菜の“日常食”化が定着した年代に対応するもの

と見ることができる。しかし，飽食第三期の消費のさら

なる増大は不可解であり，要因解釈は現在不透明のまま

である。 

 ここで，本題に係わる需給動向として注目されるのが

生鮮・冷凍仕向量である。同仕向量の国内供給量は，

1962年当初の200万tから1976年の300万tまでの増加と

1982年までの横這い，そして1983年以降の漸増傾向で

1989年現在350万t弱に達している。これに対して，国内

生産量の内の国内消費仕向量は，1962年当初から1971年

までの200万tを前後する横這いと最大値となった1977年

の240万tに向かう増大というように，この間若干の増加

傾向を示している。しかし，その絶対値は国内供給量の

増に比べれば小さな規模に留まっている。そして1978年

以降，ついに国内産の生鮮・冷凍仕向量は漸減期に転じ

てしまい，1989年現在で180万tまで下降している。すな

わち，近年における生鮮・冷凍供給量は，国内産を駆逐

しながら増大し続ける輸入品によって，その水準が維持

されている。 

 

 以上のことから，わが国全体の生鮮・冷凍需要は1962

年当初から既に満たされていたが，飽食第二期の1976年

以降その上限を，輸入えびに代表される高価格水産物に

よって，さらに更新し続けているものと云えよう。そし

て，小田原魚市場の生産者魚価が飽食第二～同第三期に

かけて混乱している等，水産物供給過剰の影響が最高価

格帯の品目にまで及んでいることは明らかである。 

 また，このような有り余る物流条件下においては，消

費量の限界の枠内で，利鞘のより大きい高価な商材が選

択的に流通することは，至極当然なことであろう。これ

が表２で示した異常な低価格帯の品目を増大させている

主要因であると結論付けられる。 

Ⅳ まとめ 

 前回の解析結果と今回の結果を併せ，魚価動向に見る

沿岸漁業不振の主要因と打開策という視点で，以下に総

括する。 

 

[1977年時点の解析による結論] 

 １．直接的主要因 

 過去25年間に，総生産量の８割強に及ぶ僅かな数の優

占種で実質価格の大暴落が起こったこと。 

 ２．間接的主要因 

 1970年頃，卵や水産加工食品など“日常食”の国内供

給量が需要量を上回るようになったこと。続いて，1975

年には生鮮・冷凍水産物も供給過剰になったこと。 

 すなわち，史上初めてと言われるわが国の飽食時代は

この頃始まったと推定される。このような食品流通条件

下では，所得向上と相まって利鞘の少ない低価格水産物

から生鮮食料仕向を外され，これが優占種大暴落の背景

的要因になったと推察された。 

 ３．基本的打開策 

 食用・加工用など，同一仕向の生産者魚価は対数正規

分布に近似すること。 

 すなわち，大半が生鮮食料仕向であった1950年代半ば

までの分布型がこれに該当する。しかし，現在は生鮮・

加工・非食用仕向等を含む複合分布型になっており，モ

ードの下位階級で裾野を大きく広げている。したがって，

経営不振打開のメインテーマは“優占種の大衆魚化”に

あると結論された。前２項の優占種離れは，流通サイド

のニーズという形で先行して起こり，消費者ニーズはこ

れに追従する形で定着したと考えられる。一方この頃，

生活協同組合活動や産直運動が活発化しており，消費者

サイドの流通が拡大し，定着した。そして，稀有な成功

例ではあるが，これに見事に応答した生産者サイドの流

通が若干誕生している（例えば，江川 1988）。この事

実は漁業の現状打開の可能性を予測する上で，極めて有

力な情報と云える。 

 

[今回の解析による結論] 

 １．直接的主要因 

 前報に同じ。 

 ただし，価格分布のモードは1983・'84年まで物価に

スライドする形で上昇し続けた。しかし，1985・'86年

以降のモードは１階級下降して定着した。これは，価格

低下が1970年代半ば頃から高価格帯を含む全ての種類で

起こり始め，1985・'86年以降顕著になったためである。

半面，高価な希少種や特殊な銘柄で価格は依然として上

昇し続けている。 

 ２．間接的主要因 

 前報に同じ。 

 ただし，生鮮・冷凍消費量は1978年頃から国内産を駆

逐しつつ輸入物と置替わっている。これに対応するよう

に，肉類消費量も停滞している。すなわち，この年代が

“晴れ食”用菜の供給が満たされ，これらの“日常食”

化が進んだ時期と推定される。しかし，1985年以降の各 
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類別の増加傾向にみるように，新たな消費拡大が再び始

まっている。原因は不明であるが，前項の生鮮食料仕向

魚の価格低迷はこれと密接に係わっているものと推察さ

れる。 

 ３．基本的打開策 

 前報に同じ。 

 ただし，高付加価値化の理論的目標値を得るため，食

用仕向の価格分布を基準とした価格帯をM±nσと定義し，

各価格帯に含まれる種名・銘柄を一覧で整理した。ここ

で，Mはモードであり，かつ下位階級の度数が上位階級

と同じ度数をとるとの仮定でσを求めた。 

 すなわち，目的魚の高付加価値化は価格帯のランクア

ップが基本的に重要である。例えば，マアジの銘柄あじ

は1953・'54年にM－２σにランクされていたが，1965・

'66年にM－１σへ，そして1983・'84年にはM＋１σへと

昇格した。これは周知の如く，本銘柄の主用途の変化を

反映しており，前期が一般惣菜用の大衆魚，中期が生食

用としての“たたき”の登場初期，そして後期がその定

着期に対応している。因に，高付加価値化の一般原則は，

餌飼肥料仕向＜練り製品原料仕向＜節・塩干加工原料仕

向＜一般惣菜仕向＜鍋物・刺し身仕向と言える。 

 

 以上のように今報の意図は，漁業をとりまく経済情勢

が近年一層深刻の度を増していることを明示することに

あった。しかし，より深刻な問題は，多くの漁業に共通

することとして，事態を敏感に感知できる供給体制には

ほど遠い体質のまま据え置かれてしまった生産現場の現

状に大きな危機感を抱かざるを得ない，という点にある

のかも知れない。 
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付表 相模湾，米神定置網売上日報による種別・銘柄別価格表 円／kg（木幡1979bに続く） 

     ただし，銘柄No.は前報に統一し，呼称は一部修正した。また，アルファベットは新規追加分を示す。 
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付表 つづき 
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付表 つづき 

 


